

























































国政府も1990 年には全国および地域サ ビース法 1990
（National and Community Service Act of 1990），1993
年には全国および地域サ ビース信託法 1993（National 






















一つが SL であると述べられている（藤山，2011; 長沼，
2015）。このように日本では 1990 年代後半にボランティ
アが普及し，大学でもボランティア学習や研究が蓄積さ
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月前半までが事前研修期間となり，3 月に約 2 週間イン
ドネシアに渡航する。4 月から5 月の約 2ヶ月間が事
後研修期間となっている。2012 年度から2016 年度ま
でに合計 62 名、平均 12 名程度の参加があった[5]。
　IP の目的は，第 1 が現地大学との交流を通じた異文
化理解 , 第 2 が「開発問題・国際協力」分野の見
学とボランティア体験を通じた学習意欲の向上 ,キャリ
アパスに対する意識涵養である。そのため約 2 週間
の中で , 例年様々な場所に訪問し , 交流・視察・体
験が配置されている。
3.2　活動内容の詳細（第 1 回～第 4 回）








































































































3.3　IP の転換に向けた契機（第 5 回）
　2016 年度第 5 回の IP は，上記で説明した活動内
容を一部変更することとなった。2014 年度から和歌山
大学の発案により，協定校であるカセサ トー大学（タイ）
と IP で交流するガジャマダ大学（UGM）と合同で 3
大学プログラムを開催している。初年度は，和歌山大
学が幹事校となって両大学の学生と引率教員を迎え
て，約 1 週間のプログラムを実施した[12]。以降，2 回目と
なる2015 年度（2016 年 2月）はカセサ トー大学，3 回
目となる2016 年度は UGM が幹事校となり一巡した。





































































2 時間半の山間部に位置する[13]。Karang Asem 訪





表 1　第 5 回 IP のスケジュール概要（筆者作成）




























































で発表資料を作成した（表 1 の 14日目午前中）。
4.3　観光村体験・調査の成果












































（第 5 回インドネシア・プログラム 2017 をもとに，筆者加筆修正）
1 
17:00  オリエン
18:00   グループ
テイ先に
























































































































































　2018 年 3 月に実施する第 6 回 IP では，Karang 
Asem への再訪を予定している（2018 年 1 月時点）。























  [1]  森定によれば，米国で SL の語が初めて公的に使用された
のは，1966 年ごろとしている（森定，2014）。















  [5]  和歌山大学は教育学部，経済学部，システム工学部，観光
学部の 4 学部で構成されているが ,IPには例年各学部か
ら参加がある。
  [6]  正確には，国家教育省の管轄下でノンフォー マル教育を実
施する「コミュニティ学習活動センター」である。主とし
て , 民間が運営主体となり，識字教育，9 年間の義務教育を
実施する同等のプログラム，幼児のケア，生涯教育をおこなう
（藤山，2017）。
















部と都市部のフィー ルドワ クー・体験をおこなう。最後に 3
大学の学生が混成グル プーで発表・議論をするというもの
である。
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